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サステナブル・ファイナンスの現在と今後

債券市場を中心に
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ESG債の発行状況

____________________
出典: Dealogic 12/14/2023   CB, MBS, ABSを除く
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出典： キャピタルアイのデータを元にBofAセキュリティーズにて作成

グローバルESG債発行額の推移

国内ESG債発行額の推移

2021年をピークに、米国を中心と

する金利上昇、地政学的リスクの
高まり等により発行額は減少

但し、非ESG債市場対比では堅調な
発行額の推移となっている

日本においては、グローバル対比
でも堅調な市場拡大が続く

公的機関によるソーシャルボンド
の伸びが顕著

また政府支援もありトランジショ
ンボンドの発行も見られる
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ブルー・ボンド
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▪ 2023年9月、ICMAはADB、IFC、UNEP FI、UNGCと共同で、ブル―ボンドの発行の手引き(ガイド)を発表

▪ あくまでもボランタリーベースでの手引きであるが、発行体、投資家、金融機関にとって、Blue Economy、ある
いは海洋資源を活用する経済活動がサステナブルであるための投資活動の促進に資することを目的とする

▪ Blue Bondは、グリーンボンドの一部

▪ 海洋の生態系、生物多様性は、人々の生活にとって不可欠な様々なシステムを提供

▪ 島国である我が国にとっても重要な考え方

Bonds to Finance the Sustainable Blue Economy

出典: https://www.icmagroup.org/News/news-in-brief/new-guidance-on-blue-themed-bonds-to-help-unlock-finance-for-a-sustainable-ocean-economy/



トランジション・ボンド
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2023年6月、ICMAは2020年12月に発表したClimate Transition Finance Handbook
（CTFH）の改訂版を発表

多排出産業を中心に、脱炭素化を目指す発行体による、グリーンボンド、サステナ
ビリティボンド、サステナビリティリンクボンドの発行の円滑化を図ることを可能とす
る

トランジション・ボンド

____________________
出典： https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/climate-transition-finance-handbook/



4

クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針 (2021年5月）
トランジション・ボンド

基本指針は、企業が低・脱炭素に向けた投資を行う際に、「トランジション・ボンド/
ローン」等とラベリング（名付け）して資金調達を行うことを可能とするために、事業
会社、証券会社、銀行、評価機関、投資家等に示した手引きです

黎明期にあるトランジション・ファイナンスを普及させ、その信頼性を確保すること
で、特に排出削減困難なセクターにおける脱炭素に向けた資金調達手段としてそ
の地位を確立し、より多くの資金導入により我が国の2050年カーボンニュートラル
実現への貢献を目的としています

基本指針は、グリーンボンド原則等を公表している国際資本市場協会（ICMA）が
2020年12月に発表（2023年6月改訂）した「クライメート・トランジション・ファイナンス
・ハンドブック」という国際原則を踏まえ、金融庁、環境省とともに2021年5月に策定
しました

____________________
出典： https://www.meti.go.jp/press/2021/05/20210507001/20210507001.html
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GX経済移行債

日本国は、民間のグリーン・トランスフ
ォーメーションを進めるため、GX経済移
行債(クライメート・トランジション・
ボンド）を発行

フレームワークとセカンドパーティーオ
ピニオンが公表された

グリーンボンド原則、CTFH、グリーンボ

ンド・ガイドライン、クライメート・ト
ランジション・ファイナンスに関する基
本指針に沿った内容に

2024年2月に第1回の発行予定

____________________
出典： https://www.mof.go.jp/zaisei/subject/subject-02.html, https://www.mof.go.jp/jgbs/topics/JapanClimateTransitionBonds/index.html

https://www.mof.go.jp/zaisei/subject/subject-02.html
https://www.mof.go.jp/jgbs/topics/JapanClimateTransitionBonds/index.html
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